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者の生活や事業の再建を支える

ための退職金制度といえるもの

であり、加入者は掛金を積み立

て、事業廃業時に共済金を受け

取ることができます。 

今回の見直しの柱は「加入対

象者の範囲拡大」です。現在は、

小規模事業の「個人事業主」に

加入対象者は限られています

が、「後継者」や「共同経営者」

を加える方向に動いています。

後継者が加入できるようになる

と、事業継承が円滑に進むよう

になり、家族などの共同経営者

の引退後の生活保障を拡充する

狙いもあります。 

◆２つの共済制度（その２） 
取引先が倒産して売掛金や手

形等が回収困難になったときに

連鎖倒産が発生するのを未然に

防ぐため、毎月一定の掛金を積

み立てておくことにより共済金

の貸付けを受けることができる

「中小企業倒産防止共済制度」

も同様に見直しが検討されてい

ます。 

今回の見直しでは、貸付金額

の上限（3,200 万円）を引き上げ

る方向に動いています。それは、

取引先の倒産で回収が困難にな

る金額が現在の貸付上限の

3,200 万円ではカバーできない

場合が増えているためで、4,000

万円程度を軸に具体的な引上げ

幅が検討されているようです。 

そして、現在の制度では「破

産手続きが開始したとき」や「金

融機関による手形の取引停止処

分を受けたとき」などに限って

取引先の「倒産」としているた

め、私的整理で売掛金の回収が

困難になった場合には貸付の対

象にはなっていません。この「私

的整理」を倒産の対象に加えるか

どうか、「倒産」という定義自体

の見直しも検討されています。 

◆「真の安全網」を機能させ

るために 
昨年からの不況下で、多くの企

業で経営が厳しい状況にありま

す。経営の安定を図ることを目的

としたこの２つの共済制度です

が、今回の見直しが「真の安全網」

として機能するよう、そして利用

しやすい仕組みになるように期

待したいものです。 
 

 

都道府県単位に変わる 

健康保険の保険料率 
◆昨年 10 月にスタートした

「協会けんぽ」 
平成 18 年に行われた健康保険

法の改正により、平成 20 年 10 月

に「全国健康保険協会」（通称：

協会けんぽ）が設立され、運営が

スタートしています。 

これまで、中小企業等で働いて

いる従業員やその家族が加入し

ている健康保険（政府管掌健康保

険）は、国（社会保険庁）により

運営されていましたが、新たに協

会けんぽが運営することとなっ

たものです。 

ところで、協会けんぽ設立時に

「都道府県別の健康保険料の設

定」となることが決まっていまし

たが、その詳細は明らかになって

おらず、協会けんぽ設立後 1 年以

内に（平成 21 年９月までに）、事

業主・被保険者が参画する運営委

員会や各都道府県の評議会にお

いて意見徴収のうえ設定される

とされていました。 

３月末にその取扱いが明らか

になりましたので、ご紹介します。 

◆「都道府県単位保険料率」設

定の背景 
従来、全国一律に設定されていた

保険料率では、疾病予防等の地域の

取組みにより医療費が低くなった

としても、その地域の保険料率に反

映されないという問題点が指摘さ

れていました。そのため、国民健康

保険や長寿医療制度（後期高齢者医

療制度）と同様、都道府県単位の財

政運営を基本とする改革が行われ、

その一環として都道府県単位の保

険料率が導入されました。 

なお、平成 25 年９月までは、都

道府県間の料率の差を小さくして

保険料率を設定することとなって

おり（激変緩和措置）、平成 21 年

度は実際の保険料率と全国平均の

保険料率との差が 10 分の１に調整

されています。 

◆「都道府県単位保険料率」 
都道府県ごとに定められた保険

料率は以下の通りです。長野県が最

も低く、北海道が最も高くなってい

ますが、全体的に見ると、比較的「南

高北低」の傾向にあるようです。 

なお、健康保険組合の保険料率

は、平均で 7.41％です（2009 年度

予算早期集計より）。 

・8.15％…長野 

・8.18％…岩手・山形・茨城・栃木・

東京・新潟・滋賀 

・8.26％…北海道 

◆今後の取扱いについて 
都道府県単位の保険料率につい

ては、今年の９月分（一般の保険者

については 10 月納付分、任意継続

被保険者については９月納付分）か

ら適用されます。 

 

い方でも、期間の定めのある労

働契約が更新されなかったこ

とその他やむを得ない理由に

より離職された方（特定理由離

職者）については、基本手当の

受給要件が「離職日以前２年間

に被保険者期間が通算して 12

カ月以上」必要なところ、「離

職日以前１年間に被保険者期

間が通算して６カ月以上」あれ

ば要件を満たすようになりま

した。基本手当の給付日数も解

雇等による離職者並みに手厚

くなりました。 

（３）解雇や労働契約が更新され

なかったことによる離職者に

ついて、年齢や地域を踏まえ、

特に再就職が困難な場合に給

付日数が 60 日分延長されるこ

とになりました。 

（４）再就職手当の支給要件が、

従来の「所定給付日数を３分の

１ 以上かつ 45 日以上残して

いる場合」から「所定給付日数

を３分の１以上残している場

合」に緩和されました。さらに、

再就職手当の給付率について

も、現行の 30％から 40％（支

給残日数が３分の２ 以上ある

場合は 50％）に引き上げられ

ました。 

（５）障害者等の就職困難者が所

定給付日数を残して安定した

職業に就いた場合に支給され

る常用就職支度手当の給付率

が、従来の 30％から 40％に引

き上げられました。 

（６）これまで、「育児休業基本

給付金（30％）」と「育児休業

者職場復帰給付金（20％）」と

 社会保険労務士 

杉浦事務所便り 

分けて支給されていた育児休

業に関する給付が、平成 22 年

４月からは、統合され、休業中

に「休業開始時賃金日額×支給

日数×50％」が支給されること

になります。 

（７）失業給付に係る分の雇用保

険料率が各業態とも 0.4％（労

使とも 0.2％ずつ）引き下げら

れ、この結果、別途の事業主負

担分 0.3％を合わせた雇用保険

料率は、一般の事業で 1.1％（農

林水産・清酒製造業 1.3%、建設

業 1.4％）となりました。 

 

 

中小企業・小規模企業 

向け共済を拡充へ 
◆中小企業の安全網整備 
昨年から続く100年に一度とも

言われる大不況下で、多くの中

小・小規模企業が厳しい経営状態

に追い込まれているのが現状で

す。 

このような状況の中で、経済産

業省は、中小・小規模企業の安全

網として位置付けられている「小

規模企業共済制度」「中小企業倒

産防止共済制度」の見直しを始め

たようです。 

◆２つの共済制度（その１） 
「小規模企業共済制度」とは、

小規模企業の個人事業主または

会社等の役員が、事業を廃止した

場合や役員を退職した場合など、

第一線を退いたときに、それまで

積み立ててきた掛金に応じた共

済金を受け取ることのできる制

度です。企業が廃業した際に経営

施行された「改正雇用 

保険法」のポイント！ 
◆ついに改正法が成立！ 
改正雇用保険法が成立し、３月

31 日から施行されています。成

立から施行までの期間が非常に

短く、しかも年度末からの施行と

いうことで、雇用情勢の厳しい現

実が伺えます。果たして失業者を

救う改正となるでしょうか。 

今回の改正点を大きく分類す

ると、以下の７点が挙げられま

す。 

（１）雇用保険の適用範囲の拡大 

（２）雇止めとなった非正規労働

者に対する基本手当の受給

資格要件の緩和と所定給付

日数の拡充 

（３）再就職が困難な方に対する

給付日数の延長 

（４）再就職手当の給付率引上げ

および支給要件の緩和 

（５）常用就職支度手当の給付率

引上げおよび支給対象者の

拡大 

（６）育児休業給付の統合と給付

率引上げ措置の延長 

（７）雇用保険料率の引下げ 

◆改正の具体的内容 
（１）短時間労働者や派遣労働者

の雇用保険の適用基準につい

て、従来は「週所定労働時間が

20 時間以上あり、１年以上引

き続き雇用されることが見込

まれること」が条件でしたが、

1年以上の雇用の見込み期間が

「６カ月以上」と短縮されまし

た。 

（２）特定受給資格者に該当しな

平成２１年５月号 

 

  


